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自治体国際化協会（CLAIR（クレア））とは
「自治体の国際化推進を支援すること等を目的とする自治体の共同組織」 (1988年7月1日設立）

※「クレア（ＣＬＡＩＲ）」は、自治体国際化協会の英語名
「Council of Local Authorities for International Relations」の頭文字をとった当協会の略称

全国４７都道府県・２０政令指定都市にクレア支部 職員募集https://www.clair.or.jp/j/clair/shokuinboshu.html
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担
当
地
域

 アメリカ合衆国、カ
ナダ、ジャマイカ及び
トリニダード・トバゴ
共和国

 原則として連合王
国、アイルランド、ド
イツ、オーストリア、
オランダ、及び北欧
４か国

 原則としてフラン ス、
ベルギー、ルクセンブ
ルグ、スイス、イタリ
ア、スペイン、ポルト
ガル及びモナコ

 原則としてシンガ
ポール等ＡＳＥＡ
Ｎ１０か国、インド
及びスリランカ

 原則として大韓民
国

 原則としてオースト
ラリア及びニュージー
ランド

 原則として中華 
人民共和国

７つの海外事務所

本 部
総務部

【総務課】
・総合調整
【企画調査課】
・活動支援調整
・海外調査
・情報発信
・職員研修

etc.

交流支援部
【交流親善課】
・自治体間交流支援・助成
・国際会議開催
【経済交流課】
・販路開拓・インバウンド支援
・プロモーション・アドバイザー
・海外自治体から研修生受入
・海外への専門家派遣            etc.

多文化共生部
【多文化共生課】
・外国人支援ツール等の提供
・多文化共生マネージャー育成
など人材育成支援
・多文化共生事業助成
・地域国際化推進アドバイザー
派遣
・先進事例共有 etc.

JETプログラム事業部
【調整課】
・自治体とJETのマッチング
・受入団体開拓
・キャリアフェア
【研修・カウンセリング課】
・来日直後・中間・終了前研修
・日本語研修
・カウンセリング etc.

・海外の地方行財政制度、地域活性化のための方策に関する情報収集・提供
・国内の地方行財政制度、地域情報の発信、自治体の海外での国際化推進のための活動支援・人的交流支援 etc.
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一般財団法人自治体国際化協会(CLAIR)
多文化共生部の取組について

外国人材の受入れ
・共生のための総合的
対応策に応じた支援

地域の多文化共生
施策の着実な実施

クレア中期経営計画
（2022年度～2026年度）

多文化共生の

担い手育成・連携支援

情報提供

・災害対応支援

多文化共生の

政策・立案支援

NGO/NPO等

との連携促進

地域国際化協会

活動支援

多文化共生を目指した地域づくりを支援
～全ての人にとって暮らしやすい地域を目指して～
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（多文化共生部関係）
多文化共生ポータルサイトは、多文化共生に関す
る施策立案や情報収集をサポートするポータルサイ
トです。

特に、災害対応に必要な情
報を網羅するページ：
https://www.clair.or.jp/tabunka/por
tal/disaster/index.php

また、外国人支援に関する各協会の多言語化情報
を収集し、どなたでもご活用いただけるよう、ストックし
ています。
全国で使える多言語ツールを作成した際は、ぜひ、
クレアにご一報いただければ幸いです。

多文化共生に関する国の情
報や法令も、取りまとめて掲
載しています。
https://www.clair.or.jp/tabunk
a/portal/national-
policy/index.php

ポータルサイト ツールライブラリー
自治体・地域国際化協会等により作成さ
れたツールをクレアのホームページ上で提供
し、多文化共生の推進に役立つ各種ツー
ルが検索できます。

https://www.clair.or.jp/j/multiculture
/tool_library/index.html

各団体により作成された多文化共生推進
に資するツール(例:外国人住民向け防災
ガイド等)をクレアHP上で分野別にライブラ
リー化して自治体等における新たなツール
作成を支援
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フェイスブックやX（旧Twitter）では、
クレアの取組み、イベント、
多文化共生に関するイベント、
参考情報や優良事例、
また災害時に役立つ情報を
発信、シェアしています。

１.情報提供・災害対応支援（１）～情報提供の充実～



多文化共生課HP

支援体制の整備

在住外国人向け防災行動計画
(マイ・タイムライン)検討ツール

災害時多言語支援のための
手引き及び文例集

１．平常時

３．災害多言語支援センターの閉鎖

災害時多言語表示
シート及び啓発動画

避難者登録カード＆食材の
絵文字(FOOD PICT)

多言語指さしボード

災害時外国人支援用
ピクトグラム

防災訓練・避難所運営準備

注意喚起・避難情報の発信

避難誘導・災害情報の発信

避難所の巡回

外国人のニーズ把握・対応

多言語での相談対応

災害多言語支援センター等の設置・運営

２．災害発生時
(災害発生直前→初動対応期→避難生活期→生活再建期)
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１.情報提供・災害対応支援（２）～ツール等の提供～

https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/mtl.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/saigai.html
https://dis.clair.or.jp/
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/ercard_foodpict.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/yubisashi.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/dis-pictogram.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/saigai.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/mtl.html
https://dis.clair.or.jp/
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/dis-pictogram.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/ercard_foodpict.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/yubisashi.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/mtl.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/saigai.html
https://dis.clair.or.jp/
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/ercard_foodpict.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/yubisashi.html
https://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/dis-pictogram.html


② 在住外国人向け防災行動計画（マイ・タイムライン）

検討ツール
▹台風等の水害に備えるためのツールの普及促進
を目指す。※やさしい日本語を含む14言語対応

▹外国人防災リーダーや、その他の在住外国人を
対象とした防災教育に活用可能

▹補助学習ツールとしての動画（R4年度作成）
在住外国人向け防災行動計画（マイ・タイムライン）検討ツールのイメージ

① 災害時の多言語支援のための手引き
▹地域国際化協会、自治体などが円滑な多言語情報
  提供を行うことへの支援を目的としてクレアが作成。
▹ 「災害時の外国人支援」「災害に備えた外国人支援

の取組」「災害発生時の外国人支援の取組」の3部構
成としており、近年の災害対応事例や最新の多言語
情報及びICTツール活用のポイント等について掲載して
いる。

１.情報提供・災害対応支援（３）～ツール等の提供～

災害時の多言語支援のための手引きのイメージ

講習会補助動画 「外国人のための多言語防災ビデオ～マイ・タイムラインとは～」

https://www.youtube.com/watch?v=bgiwMMd2-04&t=14s 66
日本の災害について マイ・タイムラインとは

https://www.youtube.com/watch?v=bgiwMMd2-04&t=14s


➂ 災害時多言語表示シート（災害時に避難所や公共交通機関等で掲示する情報掲示シート）
▸ クレアホームページから誰でも簡単な操作で活用可能
▸やさしい日本語を含む13言語対応

 (※) 英語、ロシア語、スペイン語、ポルトガル語、中国語（簡体字・繁体字(別個に選択可能)）、韓国・朝鮮語、タガログ語、ベトナム語、
インドネシア語、タイ語、ミャンマー語、ネパール語

▸ 2019年度に交通情報など訪日旅行者支援関連文例、気象情報文例を追加
▸ 全396文例（避難所内施設表示案内、医療、水道、トイレ、風呂、利用時間表示、電話関係、ゴミ、配給、

ライフライン復旧、交通情報、地震・気象情報、役所からの通知、規則事項、呼びかけ、訓練など）

災害時多言語表示シートSAMPLE
【文例】
施設
表題
避難所
医療
水道
トイレ
入浴
電話
ゴミ
配給
地域情報
規則
交通情報
気象

避難所での災害多言語表示シートの活用例
（防災・減災のための多言語支援の手引き2023）

１.情報提供・災害対応支援（４）～ツール等の提供～
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避難所、受付、救護所、ボランティア受付
案内、最新情報、生活の注意 外国語の情報があります 通訳がいます
無料で利用できます お祈りできるスペースがあります
医師がいます 応急処置ができます
この水は飲めません
このトイレは使えません
入浴時間： ：～ ：
ここで携帯電話の充電ができます
燃えるごみ、粗大ごみ、
家族に 個です 食べるものは 時 分に配ります
ガスの使える地域 以下の場所で入浴ができます
靴をここで脱いでください 火気厳禁 消灯時刻
交通が止まっています 現在、大幅に遅れています
～から避難勧告が出されました 大雨（土砂災害） 台風 高潮



④ 多言語災害情報文例集
▸東日本大震災以降の災害（水害含む）時に多言語で実際に配信された外国人向け災害支援情報から有用な情報を抽出し、

一般化した文例集
▸63文例（地震や災害時の基礎知識、水害に係る情報、補償金・見舞金等、災害時の健康管理、災害時の子育て、ボランティア）
▸令和6年度に、４言語（ミャンマー語、ネパール語、フランス語、ロシア語）を新たに追加し、現在13言語（英語、中国語、韓国・
 朝鮮語、ポルトガル語、タイ語、スペイン語、タガログ語、インドネシア語、ベトナム語、ミャンマー語、ネパール語、フランス語、ロシア語）
に対応している
災害時多言語情報文例集SAMPLE

１.情報提供・災害対応支援（５）～ツール等の提供～
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⑤ 災害時外国人支援用ピクトグラム
＆食材の絵文字(FOOD PICT)（R4年度改訂）

▹ピクトグラムに日本語・やさしい日本語・英語での表示文を
付記したツールと、食材の絵文字を使用した食べられないも
のチェックシート

ピクトグラムSAMPLE

１.情報提供・災害対応支援（６）～ツール等の提供～

⑥ 多言語指さしボード
▹災害時に避難所等に避難してきた外国人と
“とりあえず”のコミュニケーションが出来るツール

▹やさしい日本語を含む14言語対応
▹避難者登録カードへの記入誘導に対応

多言語指さしボードSAMPLE
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避難者登録カードSAMPLE

⑦ 避難者登録カード  
▹災害時に避難所等に避難してきた外国人に体調

なども含む情報を記入していただくためのカード
▹クレアホームページから誰でも簡単操作で活用可能 
▹やさしい日本語を含む14言語対応
▹外国公館等からの安否確認に有効

⑧ 災害時多言語支援啓発動画の公開
「災害時の外国人支援に係る動画」をホームページYouTubeで公開していま
す。
災害時の外国人支援等をテーマとした訓練や研修会、多文化共生の推進、
防災対策などにぜひご活用下さい！

★公開中の動画

●知識編

●実践編

災害多言語支援センターの役割、
活動事例など、多言語支援に係る
基礎的な知識を学べる内容
災害時多言語表示シートの概要・
作り方、災害多言語支援センター
の設置・運営訓練の概要など実践
的な知識を学べる内容

その他、『災害時多言語表示シートの作り方』（実践編を抜粋したもの）、
知識編と実践編を編集した『ダイジェスト版』も公開しています！
※ダイジェスト版はYouTubeのみの公開

自治体国際化協会HP
https://dis.clair.or.jp/
YouTube 
「災害時多言語」で動画を検索

１.情報提供・災害対応支援（７）～ツール等の提供～
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「災害時に外国人支援に従事する関係者向けの研修事業」

多発する災害を踏まえて、引き続き取組を推進していく必要があり、
〇 災害時には他機関との連携、広域的支援が必要になる場合も多く、
     平時から関係者同士の「顔の見える関係づくり(ネットワークの構築・強化)」が重要
〇 災害時に外国人支援に従事する自治体や地域国際化協会の職員をはじめ、

 平成30年度より総務省が実施している「災害時外国人支援情報コーディネーター 
養成研修」の受講者を主な対象として、オンラインや集合型で災害時外国人支援

 に係る研修を実施することで、災害時に外国人支援に従事する関係者間の
「顔の見える関係構築」・「関係者のスキルアップ」を支援する。

自治体や地域国際化協会等を対象として、
災害時の外国人支援に係る➀オンライン研修会（初心者向け）と、②現地集合型研修を実施
<主な対象者＞
都道府県、政令指定都市、地域国際化協会、総務省の災害時外国人支援情報コーディネーター養成研修受講者など
＜令和7年度実施日程（予定）＞
（1）オンライン研修

 第１回：6月18日（水）10:00～12:00 防災・減災のための多言語支援の手引き・文例集の活用（※申込受付終了）
       第２回：7月15日（火）10:00～12:00 事例紹介(防災分野における外国人の担い手育成・活用)、グループディスカッション
       第３回：8月19日（火）14:00～16:00 事例紹介(自治体間の連携による災害対応の取組) 、グループディスカッション
（2）現地集合型研修：令和7年８月
       事例紹介〔オンラインを活用した災害多言語支援センター運営等)、グループディスカッション

事 業 イ メ ー ジ

１.情報提供・災害対応支援（８）～研修事業～

事 業 内 容

目 的
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事業名
（採択件数）

多文化共生のまちづくり促進事業
（令和6年度：44件採択）

対象団体 都道府県／市区町村／自治体又は地域国際化協会と連携するNPO法人等

対象事業
１．医療・保健・福祉支援 ２．防災支援 ３．教育支援
４．労働環境整備 ５．居住・生活支援
６．外国人住民の自立と社会参画支援 等

助成額
・都道府県、指定都市：上限４００万円
・市区町村、地域国際化協会等：上限３００万円
・複数団体の共同事業：上限４００万円

申請時期 令和７年８月～9月申込受付予定（R８年度事業実施分）

◎ 自治体や地域国際化協会が実施する地域の多文化共生の推進に資する先進的な事業等に対して助成
 ◎ 助成した事業のうち特に優良なものはクレアホームページ(※)等を通じて紹介するなど情報発信

  (※) クレアHP上で「多文化共生事業事例集」として公表（分野別に事業のポイントや工夫点等を掲載）
⇒ https://www.clair.or.jp/j/multiculture/shiryou/jigyo-genre.html

～助成事業例～
〇（公財）鹿児島県交際交流協会
「災害時に助け合えるまちづくり事業」

〇大阪府箕面市
「外国人防災アドバイザー養成事業」
自助と共助の役割を担う外国人防災アドバイザーを
養成し、主体的にセミナー等の開催や情報発信を
行うことで、防災・災害の知識を持つ外国人市民を
増やすとともに、所属コミュニティ内での情報交換を
通じて備蓄の呼びかけや安否確認など防災のネット
ワークを拡大し、外国人市民の安心・安全を確保。

屋久島町や大崎町に居住する外国人や地域住
民を対象に、災害時の避難場所・避難経路等の
検討把握を行う防災啓発講座等を開催し、災
害時の支援ネットワークの形成を図った。

２.多文化共生のまちづくり促進事業
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多文化共生マネージャーなど多文化共生の専門知識を備えた人材をはじめとする多文化共生関係者（担い手）は、その人数に地域
差があるほか、自治体や地域国際化協会等の関係機関での効果的な活用が課題となっている。また、毎年のように大規模な災害が各
地で発生する中、広域的な関係機関同士の連携・協働も課題となっている。こうした状況を踏まえ、地域における持続的かつ効果的な
多文化共生の取組を醸成するため、担い手連携や災害時の外国人支援体制強化など、多文化共生関係者や関係機関同士の広域
的な連携・協働に向けた取組を支援する。

＜支援対象団体＞
⑴ 各地区(全国6ブロック)(※)の地域国際化協会連絡協議会（ブロック協議会）

(※) ①北海道・東北②関東③東海・北陸④近畿⑤中国・四国 ⑥九州・沖縄 
⑵ 地域国際化協会
⑶ 市区町村国際交流協会（協会が存在しない場合は市区町村）
⑷その他、理事長が必要と認めた団体  
＜対象となる取組＞
各地区のブロック協議会または、複数（２以上）の助成対象団体が主体となって行う取組で、
広域的な担い手の連携または災害時の外国人支援体制強化を目指して行う次の取組を対象。
⑴ 担い手の広域的な連携を促進することを目的として実施する研修会、ワークショップ、意見交換会等
⑵ 災害時多言語支援センターの設置・運営訓練、災害時における外国人支援対応状況の振り返り会等
⑶ その他、広域的な担い手の連携または災害時の外国人支援体制強化に資すると認められる取組

 ＜支援内容＞
 ⑴ 連携・協働に係るアドバイザー・有識者の派遣
 ⑵ 広域的な連携・協働に向けた取組に対する助成（上限額：10万円）

多文化共生の担い手連携促進事業（助成金）

3.多文化共生の担い手連携促進事業(１)

目 的

事 業 内 容
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多文化共生の担い手連携促進事業HP



多文化共生の担い手連携促進事業（助成金）

和歌山県が想定する災害時対応に沿った連携訓練を実施し、外国人被災
者対応の心得、やさしい日本語での対応、翻訳アプリの活用、多言語リソース
を用いた支援方法を学んだ。多言語支援センター設置運営訓練では、マニュア
ルに沿った作業を実施し、遠隔連携による多言語情報の発信を行った。
避難所と多言語支援センターの連携訓練の企画に際し、アドバイザー並びに有
識者の助言が有益であり、危機管理局との連携強化や今後の改善点が明確
となった。

3.多文化共生の担い手連携促進事業について（２）

災害時における外国人住民への支援体制構築を目的として、長野県伊那谷
北部地域（辰野町・箕輪町・南箕輪村）で「災害時外国人支援サポーター養
成講座（入門編）」を実施し、その後、「養成講座（実践編）」を箕輪町で
開催した。
アドバイザーの講義を通じて外国人支援の基礎を学び、実務体験や避難所巡

回訓練を通じて支援方法を習得した。町村を超えた支援・協力体制の必要性
への理解が深まり、外国人住民を地域の一員として支える意識が醸成された。

〇伊那谷北部３町村多文化共生担い手連携促進支援事業・災害時外国人支援サポーター養成講座
長野県箕輪町（辰野町、南箕輪村）

活 用 事 例
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〇令和６年度和歌山県災害時避難所巡回訓練・多言語支援センター設置運営訓練
（公財）和歌山県国際交流協会（近畿地域国際化協会連絡協議会）



多文化共生、国際交流・協力に係る専門知識・経験を有する方を、クレアが『地域国
際化推進アドバイザー』として委嘱したうえで、希望する自治体等に派遣し、必要な情報
や適切な助言・ノウハウの提供などを行うことにより、施策の推進、住民理解の促進等に
寄与する。

【派遣対象団体】 自治体・地域国際化協会・市区町村国際交流協会
【アドバイザーの業務】
  以下に関する業務に係る知識・実務経験を有する者(※1)で、当該知 

識やノウハウの提供、助言等を行う(※2) 
① 多文化共生推進のための施策構築・実施
② 国際協力・国際交流・ 国際理解教育
③ 自治体等とNGO/NPO等との連携・協働

(※1) 「地域国際化推進アドバイザー一覧」（分野別）をクレアＨＰで公開
（大学教授、地域国際化協会・ＮＰＯ等の実務者など。登録者数計71人）

アドバイザーの委嘱期間は2年間

(※2) 研修や講演会といった形式は問わない

【経費負担】 アドバイザーの謝礼金・交通費をクレアが負担
【対象事業】
  ① 災害時の外国人支援に関するもの
  ➁ やさしい日本語に関するもの
  ➂ ➀➁の他、多文化共生等に関する施策を推進し、
      又は多文化共生等にかかる住民理解を促進するもの

制 度 概 要

目 的

4.地域国際化推進アドバイザー制度

・テーマ：外国人とともに地域の防災を考える（令和６年８月）
 ・派遣アドバイザー：菊池 哲佳 氏
（（一社）多文化社会専門職機構／理事・事務局長） 
・派遣先：滝川国際交流協会（北海道／現地派遣） 
① 目的

地域防災を考える講座を開催し、防災に対する知識を踏まえた
災害時への備えを高めることを目的とする。 
② 内容

多文化防災クイズ、多文化防災ワークショップ
③ 成果

参加者全員が考え方や意見を出し合うことによって、お互いの気
づきにつながり、防災に対する知識や備えへの認知が高まった。市役
所の防災危機対策の担当者の参加もあり、災害時の外国人支援
の在り方などについて、良い学びになったとの感想があがった。

活 用 事 例

15

地域国際化推進アドバイザー制度HP

➂自治体等に赴き、
 研修や専門的な
 助言を実施

➀メールにて派遣申請（アドバ 
イザー派遣の目的、アドバイ
ザーに期待する役割等）

➁派遣申請に基づき
クレアで講師を選定
し派遣を依頼



【参考】災害時の外国人支援に係る地域国際化協会間の広域的な相互支援の枠組みについて
～地域国際化協会間の災害時広域支援に関する協定～

災害が発生した際、まず地域ブロック内で支援し合うこととする「地域ブロック内の協定」がブロック構成協会間で締結され
ているほか、地域ブロック内だけでは十分に対応できない場合に、他の地域ブロックが支援する「全国6ブロック間の全体協
定」が締結されている。
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